
 
 
 
 
 
 
 

第１３４回新潟市都市計画審議会議案 
 
 
 
 
 
 
 
 

と き   平成２６年２月５日（水） 
 午前１０時から 
 

ところ   白山会館「大平明浄」 
 
 
 
 
 
 
 

 

新 潟 市 都 市 計 画 審 議 会 
 

（事務局 新潟市都市政策部都市計画課） 
 
 
 
 
 
 



第１３４回新潟市都市計画審議会付議案件 

 
 

議案番号 付 議 案 件 

議案第１号 新潟都市計画区域の変更(新潟県指定) 

議案第２号 新潟都市計画 区域区分の変更(新潟市決定) 

議案第３号 新潟都市計画 用途地域の変更(新潟市決定) 

議案第４号 新潟都市計画 臨港地区の変更(新潟市決定) 

議案第５号 
用途地域の指定のない区域内における建築物の容積率、 
建ぺい率及び各部分の高さ指定について 

 



議案第１号 

新潟都市計画区域の変更（新潟県指定） 
 
 
１．都市計画区域の名称 
 

新潟都市計画区域 
 
２．都市計画区域に含まれる土地の区域 
 

（新たに都市計画区域に含まれる土地の区域） 
 

   全域が都市計画区域に含まれる大字 
新

潟

市 

大  字 
該当なし 

 
一部区域が都市計画区域に含まれる大字 
新

潟

市 
西

蒲

区 

大 字 小 字 
並岡 字江添、字堰上の各一部 

 
（都市計画区域から除外される土地の区域） 

   
   全域が都市計画区域から除外される大字 

燕

市 
大  字 

該当なし 
 

一部区域が都市計画区域から除外される大字 
燕

市 
大 字 小 字 

西槙 字宝田の一部 
佐渡山 字川下の一部 

 
 

＜参考＞新潟都市計画区域に含まれる土地の区域の新旧対照表（別添） 
＜新旧対照表＞ 
 変更前都市計画区域 新都市計画区域 

都市計画区域名 

及び面積(ha) 

新潟都市計画区域 

         87,078ha 

（新潟市   72,610ha） 

（新発田市 10,669ha） 

（聖籠町   3,799ha） 

新潟都市計画区域 

87,078ha 

（新潟市   72,610ha） 

（新発田市 10,669ha） 

（聖籠町   3,799ha） 

 

備  考 

最終指定日 

新潟都市計画区域 

平成 23年３月 18日 

 

拡大する区域 1.6ha 

縮小する区域 1.8ha 
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３．変更の理由 

 

【行政境界の変更に伴う都市計画区域の変更】 

  新潟都市計画区域の境界としていた新潟市と燕市の行政境界上において、県営ほ

場整備事業が２回実施された。1回目が平成 20年 1月 29日付新潟県告示第 115号

で換地処分が行われたことに伴い、平成 19 年 12 月 17 日付総務省告示第 672 号に

より、平成 20 年１月 30 日を以て行政境界が変更された。2 回目が平成 24 年 3 月

13 日付新潟県告示第 269 号で換地処分が行われたことに伴い、平成 24 年 2 月 21

日付総務省告示第 27号により、平成 24年 3月 14日を以て行政境界が変更された。

これらにより、今後も一体の都市として総合的に整備、開発及び保全を図るべき新

潟都市計画区域の境界を、従来どおり、新潟市と燕市の行政境界とするため、変更

された行政境界に合わせて新潟都市計画区域を変更する。 

 

 

 

 

【新潟市告示】 
新潟市告示第３５号 

 字区域の変更等について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により，新潟市長か

ら同市の字の区域を次のとおり変更する旨の届出があった。 

 なお，上の処分は，土地改良法（昭和２４年法律第１９５条）第５４条第４項の規定

による換地の公告のあった日の翌日からその効力を生ずるものとする。 

平成２０年１月２２日 

新潟市長  篠 田  昭    

 

【新潟県報】 
新潟県告示第１１５号 

 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第９項の規定により、新潟市

及び燕市を地域とする県営区画整理（ほ場整備「担い手育成型」）事業並岡地区に係る

換地処分をした。 

平成２０年１月２９日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦    

平成２０年１月２９日（火）新潟県報 第８号 

 

【官報】 
総務省告示第６７２号 

   市の境界変更 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７条第１項の規定により、新潟県新潟市と

燕市との境界を次のとおり変更する旨、新潟県知事から届出があったので、同条第７項

の規定に基づき、告示する。 

 右（上）の処分は、平成２０年１月３０日からその効力を生ずるものとする。 

平成１９年１２月１７日 

総務大臣 増田 寛也  

平成１９年１２月１７日（月）官報 第４７３１号 
 

 2 



 

【新潟市告示】 
新潟市告示第２７号 

 字区域の変更等について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により，新潟市長か

ら同市の字の区域を次のとおり変更する旨の届出があった。 

 なお，上の処分は，土地改良法（昭和２４年法律第１９５条）第５４条第４項の規定

による換地の公告のあった日の翌日からその効力を生ずるものとする。 

平成２４年１月２０日 

新潟市長  篠 田  昭    

 

【新潟県報】 
新潟県告示第２６９号 

 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第９項の規定により、新潟市

及び燕市を地域とする県営区画整理（経営体育成基盤整備）事業北都地区に係る換地処

分をした。 

平成２４年３月１３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦    

平成２４年３月１３日（火）新潟県報 第２０号 

 

【官報】 
総務省告示第２７号 

   市の境界変更 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７条第１項の規定により、新潟県新潟市と

燕市との境界を次のとおり変更する旨、新潟県知事から届出があったので、同条第７項

の規定に基づき、告示する。 

 右（上）の処分は、平成２４年３月１４日からその効力を生ずるものとする。 

平成２４年２月２１日 

総務大臣 川端 達夫  

平成２４年２月２１日（火）官報 第５７４３号 
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議案第２号 

新潟都市計画区域区分の変更 
（新潟市決定・新潟県決定） 

 
 
 
都市計画区域区分を次のように変更する。 
 
 
１．市街化区域及び市街化調整区域の区分 
 
  「計画図表示のとおり」に変更する。 
 
２．人口フレーム 
 

年 次 
区 分 

平成１２年 
（基準年） 

平成２７年 
（目標年次） 

都市計画域内人口 ９０４．３ 千人 ９２３．１ 千人 

 市街化区域内人口 ７０５．８ 千人 

 

７５０．９ 千人 

 配分する人口 － ７４２．７ 千人 

   保留する人口 － ８．２ 千人 

 （特定保留） － １．１ 千人 

（一般保留） － ７．１ 千人 
 

※（変更なし） 
 
 
 
 
 
 

  1 
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議案第３号 

新潟都市計画用途地域の変更（新潟市決定） 
 
新潟都市計画用途地域を、次のように変更する。 

種 類 面 積 
建築物の 

容 積 率 

建築物の 

建ぺい率 

外壁の後退 

距離の限度 

建築物の 

高さの限度 

その他 

及 び 

備 考 

第一種低層 

住居専用地域 

約  200 ha 10/10以下 5/10以下 1.0ｍ 10ｍ 

 約 1,143 ha 10/10以下 5/10以下 － 10ｍ 

小  計 約 1,343 ha     

第二種低層 

住居専用地域 

約   18 ha 10/10以下 5/10以下 1.0ｍ 10ｍ 

 約   76 ha 10/10以下 5/10以下 － 10ｍ 

小  計 約   94 ha     

第一種中高層 

住居専用地域 

約  263 ha 15/10以下 6/10以下 － － 
 約 1,830 ha 20/10以下 6/10以下 － － 

小  計 約 2,093 ha     

第二種中高層 

住居専用地域 

約   17 ha 15/10以下 6/10以下 － － 
 約  701 ha 20/10以下 6/10以下 － － 

小  計 約  717 ha     

第一種住居地域 約 3,898 ha 20/10以下 6/10以下 － －  

第二種住居地域 約  484 ha 20/10以下 6/10以下 － －  

準住居地域 約  206 ha 20/10以下 6/10以下 － －  

近隣商業地域 約   12 ha 20/10以下 6/10以下 － － 

 
約  395 ha 20/10以下 8/10以下 － － 
約  267 ha 30/10以下 8/10以下 － － 

小  計 約  674 ha     

商業地域 約   18 ha 20/10以下 8/10以下 ※ － － 

 
約  285 ha 40/10以下 8/10以下 ※ － － 
約  108 ha 60/10以下 8/10以下 ※ － － 

小  計 約  411 ha     

準工業地域 約 1,613 ha 20/10以下 6/10以下 － －  

工業地域 約  648 ha 20/10以下 6/10以下 － －  

工業専用地域 約  739 ha 20/10以下 6/10以下 － －  

合  計 約 12,919 ha      

※建築基準法の規定による 
「種類、位置及び区域は計画図表示のとおり」 
 
理 由 

東港地区について都市計画法第 23 条第４項に基づき港湾管理者から臨港地区を

拡大する申し出があったため、これに合わせて用途地域を工業専用地域とする。そ

の他、用途地域の境界としている地形地物の位置の変更に伴い用途地域を変更する。 

山島地区について現に市街化されておらず、計画的な市街地整備見込みがないた

め、用途地域を無指定とする。 

1 
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３　山島地区　　　　　　を　無指定　に変更　約2.5ha
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新たに臨港地区に指定する区域：約１２ha 

聖  籠  町 

新  潟  市 

新潟都市計画臨港地区の変更について（新潟市決定） 

（現行） 新潟港東港区臨港地区：面積 約１９５ha 

（変更後）新潟港東港区臨港地区：面積 約２０７ha 

工業地域

工業専用地域

凡　　　例

臨港地区（現行）

臨港地区（変更後）

第１種住居地域

準工業地域
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